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八田與一慰霊祭

　新型コロナウイルスのために憂
鬱な毎日が続いている。そうした
時、開発援助に携わる人間にとっ
て、実に感動的なニュースに出会
えた。今回はその感動を追跡して
みたい。
　「台湾水利事業に貢献―八田與
一をしのぶ慰霊祭」と題する５月
９日付の産経新聞の二段記事が目
にとまった。筆者は長い間、八田
氏の開発魂に触れることを夢見て、
一度は命日に当たる５月８日に台
湾へ墓参りしたいと願ってきた。
　記事によると、コロナ騒動にも
かかわらず、今年も八田氏が生涯
をかけて建設した台湾南部の烏山
頭ダムの近くにある八田夫妻の墓
前で慰霊祭が催された。日本から
は大使に相当する（公財）日本台
湾交流協会台北事務所の泉裕泰代
表が駆けつけた。開催側の八田與
一文化芸術基金会など台湾関係者
からは、八田氏ゆかりの石川県金
沢市、さらに加賀市などにマスク
100万枚、防護服1,000着が寄贈

されることになった。
　台湾と日本との関係が戦前にお
いて特殊な関係にあったとは言え、
今も一人の日本人にこれだけの敬
意をこめた慰霊祭を命日に行うと
は、世界の歴史においても極めて
稀なケースではなかろうか。開発
途上国の発展を願い開発協力に挺
身する私たちにとって、最も誇る
べき日本人だと言える。
　八田與一の恩師、広井勇は文久
２年（1862年）生まれ。札幌農
学校の２期生で、内村鑑三、新渡
戸稲造、宮部金吾らと同期だ。小
樽築港整備で業績を上げた後、東
京帝国大学工科大学教授に招聘さ
れた。1903年にパナマ運河建設
で九死に一生を得る経験をした土
木技師の青山士や、戦前、朝鮮と
満州の間を流れる鴨緑江本流を堰
き止めて造り上げた世界的な水豊
発電所を建設した久保田豊（日本
工営（株）創設者）らを育てあげ、
彼ら門下生は「広井山脈」と呼ば
れるようになった。
　八田は、広井の門下生となって
治山治水を学んだ。広井は八田に

「地球上のどこであろうとも、そ
の地の庶民、弱者のために献身す
べきだ」と説いた。八田は台湾と
いう未開のフロンティアに身を投
じることを決意していた。
　八田は、「真宗王国」と言われ
る北陸の金沢で、「八田屋」と呼
ばれる豪農の５男として生まれた。
真宗の「自利利他」という考え方
が八田の人格形成に与えた影響は
大きかったと伝えられている。ち
なみに独立行政法人となった国際
協力機構（JICA）の初代理事長
を務めた故緒方貞子さんも、援助
思想として「利他」を持論にして
いた。

世紀の大事業

　さて、八田の世紀の大事業は、
台湾の全耕地の５分の１ほどを占
める南部の台湾海峡に面した嘉南
平原に、曽文渓本流の水を引き入
れるために、烏山嶺にトンネルを
掘削し、そして烏山頭ダム（ロッ
クフィルダム）を建設したことで
ある。ダムの全長は1,273ｍ、堤
高56ｍ、底部幅303ｍ、頂部幅９

ｍ。この規模は完成当時、世界一
だったが、その後間もなくして完
成した米国のフーバーダムに抜か
れてしまう。烏山頭ダムの満水時
の貯水量は1億5,000万トン。着
工が大正９年（1920年）で、完
成は昭和５年（1930年）だ。
　広大な嘉南平原に大量の水が流
れ込むと、水田耕作が飛躍するよ
うに広がった。地域住民の喜びが
目に浮かぶ。それに加えて、八田
構想の「３年輪作給水法」を取り
入れた「三圃制」が導入された。
これは、村の共同耕作地を３つに
分けて、その１つに春播き穀類、
他の１つに秋播きの穀類を植え、
残りの１つは休耕にして家畜を放
牧させる方式だ。嘉南平原の全面
積は15万ha。これに台湾で磯永
吉、末永仁たち稲作研究者の創り
出した高品質高収量の「蓬莱米」
（台中65号）を導入したので、
嘉南平原は劇的な発展を遂げた。
まさに世紀の大事業である。
　次に、台湾に農業革命をもたら
した蓬莱米の研究者である磯永吉
と末永仁を紹介したい。
　磯は東北帝国大学農科大学（現
在の北海道大学）卒業後の明治
45年（1912年）に台湾総督府の
技手となり、現場研究者の末永と
共に稲の品種改良に取り組み、高
収量の蓬莱米（台中65号）を育
て上げる。蓬莱とは中国東方海上
にあって不老不死の仙人の住まう
仙境のことである。台湾はこの仙
境だと語り継がれてきた。台中
65号は昭和32年（1957年）頃に
は、さらに高収量品種の「台中在
来１号」へと進化した。そして、

米国のフォード財団、ロ
ックフェラー財団、フィ
リピン政府によって設立
された国際稲研究所
（IRRI）がインドネシア
の新品種「ペタ」と交配
させて、アジアの「緑の
革命」をもたらした「IR
８」を産んでいる。

八田夫妻の悲劇

　しかし、大事業には悲
劇を伴うこともある。難
工事となった烏山嶺トン
ネルでは日本、台湾双方
で134名の犠牲を出して
しまった。八田は昭和５
年に「殉工碑」を建立し
ている。当時、八田は44歳。若
くして誰も出来ない世界に誇れる
大事業を「不抜の信念」（座右の
銘）で成し遂げたのである。その
心中はどれほどであったか。その
満足感は無限の広がりで心を満た
したことだろう。しかし、その後、
八田に信じがたい悲劇が襲いかか
る。昭和17年５月５日に、フィ
リピンの綿作灌漑計画を指導すべ
く、広島県宇品港からフィリピン
へ向かう途中、米潜水艦の攻撃を
受けて八田の乗船した船に魚雷が
命中して沈没。その後、漂流する
八田が発見されるが、すでに死亡
していた。
　しかし、悲劇はこれで終わった
わけではない。日本は敗北して、
昭和20年８月15日に降伏した。
その時、多くの日本人のはりつめ
た緊張感が一気に崩れた。八田の
妻、外代樹夫人はその時、疎開し

ていた烏山頭で敗戦を知った。そ
して９月１日夜に悲劇が起きた。
16歳で嫁ぎ45歳になっていた夫
人は、夫の八田與一が生涯をかけ
て建設した烏山頭ダムに身を投げ
た。夫婦の一心同体とはこのこと
である。筆者は八田の人生に限り
ない感動を覚えてならない。
　最近発刊された『台湾を築いた
明治の日本人』（産経新聞出版）
の著者・渡辺利夫氏は、最後に
「開発途上国の発展に資すること
は、日本の重要な外交課題である。
開発学の原点を後藤新平たちの開
発の思想と構想の中に求め、日本
固有の開発学としてこれを錬磨し
なければならないと思う」と述べ
ている。これは、まさに八田與一
の現代への遺言を代弁するもので
ある。それはまた開発協力に携わ
る現在の私たちへの遺言だと言っ
ても過言ではない。

開発協力の先駆者
八田與一を偲ぶ
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1980年代初めに筆者が撮影した台湾・高雄の斜塔。高雄のタクシードラ
イバーは、走る幅広の道路を指して「（後藤）新平ロードだ」と呼んでいた



特集特集 人に寄り添うまちへ
SDGs時代の都市開発を問う
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SDGs時代の都市開発を問う
近年、開発途上国を中心に世界の都市化は加速度的に進んでいる。それに伴い、都市開発
はインフラ整備だけでなく、貧困や自然災害、高齢化、そして感染症などあらゆる開発課題
を内包する分野となりつつある。日本はインフラシステム海外展開で都市開発を重点分野
に挙げているが、途上国の持続可能な都市づくりにどのような貢献ができるだろうか。

2．日本の都市輸出戦略
 東京大学大学院 工学系研究科(工学部) 教授　城所 哲夫氏
 東京都市大学大学院 教授　宇都 正哲氏
 国土交通省 都市局 総務課 国際室長　伊藤 昌弘氏
 ＜Interview＞
 （独）都市再生機構（ＵＲ都市機構） 
 　　　　　　  海外展開支援部長　　青山 一麿氏

1．ポスト・コロナの課題
 寄稿：国際協調を通じた新たな都市像の創造を
 元世界銀行 主席都市専門官　鈴木 博明氏
 SDGsが示唆するものを見直せ
 （株）アルメックVPI 代表取締役　長山 勝英氏

3．開発協力の役割
 国際協力機構（JICA） 社会基盤部 都市・地域開発グループ長　荒 仁氏
 世界銀行 グローバル・ディレクター　　サメ・ワーバ氏
   リード・アーバン・スペシャリスト　　ホラシオ・テラザ氏

4．スマートシティの潮流
 （株）日建設計総合研究所 理事　山村 真司氏.
 日本工営（株）／トヨタ自動車（株）

アジアの競合国の動向は
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道インフラではコスト面で中国の
車両メーカーに勝てない。一つの
解決策は、インドのような国内需
要が大きい途上国で、雇用創出と
産業育成に繋がる現地生産を行い、
他の国へも輸出を図ることである。
　最後となる六つ目は、「ソフト
インフラの輸出」だ。例えば、海
外に計３万店を展開する日本のコ
ンビニエンスストアに、災害時の
支援機能などを持たせ、地域住民
のソーシャルインフラとして活用
するのもいい。このアイデアにつ
いて書いた私の論文は、国際開発
ジャーナル創刊５０周年記念の小
論文コンテストで国際協力機構
（JICA）理事長賞を受賞した。

ヒト、モノ、情報、カネの最適化も

　詳細な分析は時期尚早であるが、
高人口密度、グローバリゼーショ
ン、サービス産業、公共交通など、
これまで都市の強みとしてきたも
のが、新型コロナによりことごと
く課題に転化した。都市の脆弱性
の議論についても、これまでは防
災が中心であったが、その虚を衝
き、新型コロナは世界の都市を大
混乱に陥れた。テレワーク、遠隔
授業、営業規制などにより、人の
動きは制限された。企業活動と消
費が低迷し、所得も減少して政府
の財政負担が大幅に増加した。中
でも貧困層が大きな犠牲を強いら
れており、統制力の強い都市国家
のシンガポールでさえ、移民労働
者の大規模クラスター感染の対策
に遅れを取った。貧困層を守るこ
とができなければ、都市での新型

コロナの収束は難しい。
　新型コロナの常在化や新たなパ
ンデミックに備えるには、集積の
利点を守りつつ、脆弱性を減らす
ことのできる新たな都市像を創造
しなければならない。さらに生活
と経済を守るためには、ヒト、モ
ノ、情報、カネの動きを最適化す
る必要もある。その中では、緊急
時に情報通信技術（ICT）を活用
しつつ、ヒトとモノの動きの時間
的な配分と交通手段を多様化し、
人の接触を削減できるようにする
ことも大切だ。
　例えば、深夜は原則外出禁止と
して、公共交通、自動運転車、ド
ローンやロボットを活用して物流
を行う。昼間は自家用車の使用を
制限し、一部道路を通勤用の自転
車道とする。需要予測に基づく、
時差通勤を徹底させる。鉄道に医
療従事者など優先度の高い人専用
の車両を設ける、ことなどが挙げ
られる。また中期的には、ICT、
ロボット、自動運転車、ドローン、
キャッシュレス決済などの新たな
技術の活用を鑑み、働き方、商慣
習、行政手続き、規制などの社会
制度の抜本的な改革を行う。そし
て長期的には、ヒトとモノの動き
を最適化する新たな都市空間と交
通体系を創造する必要がある。日
本では、テレワークの普及など
ICTにより広がるサイバ－空間と
リニア新幹線による時間距離の大
幅な短縮を考慮し、道州制の導入
や首都移転も含めた東京への一極
集中の見直し、都心と郊外、都市
部と農村部での居住や産業構造な

どの役割・機能配分の見直しが必
要になるだろう。
　新しい都市像を創造するには、
都市計画、建築、土木工学、環境、
医療、経済、社会学などの異分野
を融合させる複雑な設計が必要と
なる。そのためには、世界の知見
を結集する必要がある。国際協調
の必要な時に、大国が覇権争いを
続けていることは残念である。し
かし、食料の自給率が６％、エネ
ルギーの自給率が40％と資源が
少なく、労働力の確保も難しい日
本は、ヒト、モノ、情報、カネの
国際交流を最も必要とする国であ
ることを忘れてはならない。また
東日本大震災の時に、世界の国々、
特に途上国の貧しい人達からの寄
付も含め、多大な支援を受けたこ
とも忘れてはならない。「Gゼ
ロ」の時代だからこそ、日本は国
際機関とも協力しながら、世界の
英知を結集し、国難のみならず全
人類の災いを克服するための努力
を惜しむべきではない。

日本の知見を生かした輸出戦略へ

　都市は集積の経済効果で成長を
促し、世界のGDPの80％を生み
出す。一方、世界全体の67％の
エネルギーを消費するほか、70
％の温室効果ガスを発出するなど、
環境問題も発生させている。社会
問題も生じており、10億人以上
が途上国のスラムに住んでいる。
　欧州は、車社会到来前に長い時
間をかけて城壁都市を中心にコン
パクトな町をつくった。米国は、
広大な土地に車中心の拡散した都
市をつくった。他方、狭い国土に
多くの人口を抱えた日本は、アジ
アで最初に経済成長と急激な都市
化を経験した。日本はその過程で、
自然災害、公害、交通渋滞、住宅
不足などの課題を解決してきた。
こうした日本の都市開発の知見は、
経済成長と急激な都市化の中で多
様な課題に直面している途上国、
とりわけ人口密度の高いアジアの
国の都市開発に貴重な示唆を与え
ると思われる。
　アジア開発銀行（ADB）は、
アジアの途上国の都市インフラの
需要を満たすには毎年1,000億ド
ルの投資が必要になると推定して
いる。一方、日本は人口減少によ

り都市開発の国内需要は減少して
おり、海外の需要を取り込まない
限り、企業の成長は見込めない。
都市インフラをはじめとする都市
輸出は、日本が提供できる付加価
値とその費用対効果を検討し、比
較優位を見極めた上で、次の視点
を持って行えば、途上国と日本の
双方の利益に繋がるだろう。

ソリューションを提供する

　まず一つ目は、「サプライ・ド
リブンを避ける」だ。都市は、固
有の歴史・文化、自然、社会・経
済状況、政治制度の下に成り立っ
ているため、日本の経験がそのま
ま適用できるわけではない。成功
体験や技術を供給者側の都合で一
方的に押し付けることなく、各都
市の環境や制約を考慮し、日本の
システムを現地の状況に適合させ
なければいけない。
　二つ目は、「ソリューションの
提供」だ。都市輸出を“機器と技
術の輸出”と捉えるのではなく、
相手国の都市の課題解決のために
必要な政策、制度、技術、ハード
インフラなどを“ソリューショ
ン・パッケージ”として提供する。
そのために、民間と政府・自治
体・公共事業体の知見を総動員す

ることが必要だ。
　三つ目は、「グローバルなパー
トナーシップの構築」である。ソ
リューション・パッケージとはい
え、全てを日本だけで提供する必
要はない。公共交通指向型開発
（TOD）や資源循環型ごみ収
集・処理体制などの日本のノウハ
ウを中核として世界の知見を結集
し、最良のソリューションを提供
すれば良い。最先端の都市計画の
知見を持ち、都市ソリューション
の海外輸出をすでに始めているシ
ンガポールとの提携も一案だ。日
本が強いインド市場やシンガポー
ルが強い中国市場で、それぞれの
ノウハウを結集しスマートシティ
ビジネスを促進してもいい。
　四つ目は、「ファイナンスを考
慮する」だ。途上国の都市は厳し
い財政状況下、膨大なインフラ需
要を満たさなければならない。そ
の際には、限られた財源の中で安
全水準も含め、現地の実情に合っ
た品質を保証する技術仕様の検討
が必要となる。円借款だけでは対
応できないので、PPPや開発利益
の還元など、公的資金以外のファ
イナンスも提案する。
　五つ目は、「インフラの現地生
産」だ。新幹線を含め、日本は鉄

元世界銀行 主席都市専門官 鈴木 博明氏
海外経済協力基金（現JICA） 勤務後、1986年に
世界銀行に入行。主席都市専門官を務める。退職
後、世銀、ADB、JICAなどの都市開発のコンサルタ
ント業務に従事する傍ら、東京大学大学院などで教
鞭を執る。マサチューセッツ工科大学スローン経営
大学院卒業。米国・バージニア州在住
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国際協調を通じた新たな都市像の創造を
生活と経済を守ることのできる都市
現在、世界の人口の55％は都市に住んでおり、その割合は2050年には70％になるという（2018年の国連予測）。そして、こ
うした都市化の９０％は開発途上国で起こっている。だが新型コロナウイルスの感染拡大を機に、都市の在り方は変わっ
ていく可能性がある。日本が今後とるべき戦略について、元世界銀行主席都市専門官の鈴木博明氏の寄稿を掲載する。


